
鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施要領 

 

第１ 趣 旨 

この要領は、鳥取県まちなか暮らし総合支援補助金交付要綱（平成２５年４月１日鳥取県地域振興部

長通知。以下「要綱」という。）第１７条の規定に基づき、まちなか暮らし総合支援事業（以下「事業」

という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

都市部においても、中心市街地等で少子高齢化が進み、コミュニティの衰退、災害時対応への不安、

空き家の増加、買い物不便等の新たな課題が生じている。 

本事業は、これらの課題に対応するため、市や組織・団体等が行うまちなか暮らしの推進の取り組み

に対して県が補助金を通じて支援することにより、高齢者をはじめとした地域住民が安心して元気に暮

らせるとともに、新たな地域コミュニティの担い手となり得る若者・子育て世帯等にとって魅力ある「ま

ちなか」の再生を図ることを目的とする。 

 

第３ 定 義 

この要領において、用語の定義は、鳥取県まちなか暮らし総合支援補助金交付要綱（以下「要綱」と

いう。）に定めるところによる。 

 

第４ 対象地域 

本事業の対象地域は、要綱第３条で定めるまちなかのうち、コミュニティの維持・存続、災害時対応、

空き家の利活用、買い物支援等に一体的に取り組むことができる生活圏とする。 

 

第５ 事業内容 

１ 本事業に係る補助金の対象事業は以下のとおりとし、その対象経費、交付率、限度額等は、要綱別

表に定めるとおりとする。 

（１）スタートアップ事業 

（２）買い物弱者対策事業 

（３）まちなか居住促進事業 

（４）まちなかコミュニティ活性化事業 

（５）まちなか遊休施設活用事業 

２ 事業実施条件は、別表１の第２欄に定めるとおりとする。 

 

第６ 事業実施主体 

１ 事業実施主体は、要綱別表に掲げる者とする。 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象と

しない。 

 

第７ 事業の実施手続き 

 本事業の実施手続きは、別表１の３及び４に定めるとおりとする。 

 

第８ 事業実施状況報告 

１ 要綱別表中２（２）及び５に係る事業実施主体は、事業実施後３年間の事業実施計画に対する達成

状況について市長へ提出するものとし、当該市長は、受理した報告書の写しを速やかに別表２の第３

欄に掲げる宛先（以下「所長等」という。）に提出するものとする。 

２ １の手続きは、別表１の第５欄に定めるとおりとする。 



 

第９ その他 

この要領に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成３０年６月１５日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 



別表１（第５、第７、第８関係）
２　買い物弱者対策
事業

４　まちなかコミュニ
ティ活性化事業

２　買い物弱者対策
事業

４　まちなかコミュニ
ティ活性化事業

２　買い物弱者対策
事業

（１）仕組みづくり支
援

ソフト （３）移動販売車運
営費支援

ハード （２）店舗改装・移動
販売車導入等支援

要綱別表中１ 要綱別表中２（１） 要綱別表中４（１）（２） 要綱別表中２（３） 要綱別表中４（１）（２） 要綱別表中３ 要綱別表中２（２） 要綱別表中５

組織・団体等で、鳥
取県に活動拠点を
有する者

まちなか居住意向
者、物件提供者、市

（１）事業実
施計画書の
提出

（２）事業実
施計画の承
認

別表２（第７関係）

１　スタートアップ事
業

３　まちなか居住促
進事業

５　まちなか遊休施
設活用事業

１　事業実施主
体

組織・団体等で、鳥取県に活動拠点を有する者、市 組織・団体等で、鳥取県に活動拠点を有
する者、市

２　事業実施条
件

次に掲げるすべての条件を満たすこと。
ア　事業対象地域の課題解決を地域住民とともに図る取組であること。
イ　宗教活動、政治活動でないこと。
ウ　社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。
エ　助成対象経費について、国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。

オ　事業実施に必要な関係法令に規定する許認可等を得ていること、又は得る予定であること。
カ　コミュニティビジネスについては、原則として有償で行われ、かつ継続性のある事業であること。
キ　新たに起業する場合、助成決定後、当該年度内（３月３１日まで）に創業する事業であること。

３　書類の提出
先

別表２中第４欄に掲げる提出先 地域づくり推進部中山間・地域交通局
中山間地域政策課

４
　
事
業
の
実
施
手
続
き

　事業実施主体は、当該市長へ事業実
施計画書（様式第１号及び第２号）を提
出するものとする。
　市長は、提出された事業実施計画書を
適当と認めるときは、事業実施計画承認
申請書（様式第３号）を作成し、事業実施
計画書とともに知事に提出期限までに提
出するものとする。
　なお、提出期限は中山間地域政策課
長が別に定める。

　知事は、別に定める審査会による審査
を経て、（１）により提出された申請書の内
容が適当と認めるときは、市長に承認通
知（様式第４号）を行うものとする。

（３）交付申
請

　事業実施主体は、
交付申請書（鳥取
県補助金交付規則
（以下「規則」とい
う。）様式第１号）を
作成し、事業計画
書（要綱様式第１
号）及び収支予算
書（要綱様式第２
号）とともに所長等
に要綱別表７欄で
定める提出期限ま
でに提出するものと
する。

　市長は、交付申請書（規則様式第１号）を作成し、事業計画書（要綱様式第１号）及び収支予算書（要
綱様式第２号）とともに所長等に要綱別表７欄で定める提出期限までに提出するものとする。

　市長は、交付申請書（規則様式第１号）
を作成し、事業計画書（要綱様式第１号）
及び収支予算書（要綱様式第２号）ととも
に知事に要綱別表７欄で定める提出期
限までに提出するものとする。

　要綱別表中２（１）又は４（１）（２）（ソフト
事業に限る）について、事業実施主体
は、交付申請書（規則様式第１号）を作
成し、事業計画書（要綱様式第１号）及
び収支予算書（要綱様式第２号）ととも
に、所長等に要綱別表７欄で定める提出
期限までに提出することができる。

※要綱様式第１号により、市長の意見書
の添付が必要であることに留意すること。

（４）交付決
定

　当該所長等は、
（３）により提出され
た申請書の内容が
適当と認めるとき
は、規則第６条及び
要綱第６条の規定
により、事業実施主
体に交付決定通知
（要綱様式第３号）
を行うものとする。

　当該所長等は、（３）により市長から提出された申請書の内容が適当と認めるときは、規則第６条及び要
綱第６条の規定により、市長に交付決定通知（要綱様式第３号）を行うものとする。

　知事は、（３）により提出された申請書の
内容が適当と認めるときは、規則第６条
及び要綱第６条の規定により、市長に交
付決定通知（要綱様式第３号）を行うもの
とする。

　当該所長等は、（３）により事業実施主
体から提出された申請書の内容が適当と
認めるときは、規則第６条及び要綱第６
条の規定により、事業実施主体に交付決
定通知（要綱様式第３号）を行うものとす
る。
　この場合において、所長等は市長にそ
の結果を通知するものとする。

（５）実績報
告

　事業実施主体は、
実績報告書（規則
様式第５号）を作成
し、事業報告書（要
綱様式第１号）及び
収支決算書（要綱
様式第２号）とともに
所長等に要綱第１１
条第１項に定める提
出期限までに提出
するものとする。

　市長は、実績報告書（規則様式第５号）を作成し、事業報告書（要綱様式第１号）及び収支決算書（要
綱様式第２号）とともに所長等に要綱第１１条第１項に定める提出期限までに提出するものとする。

　市長は、実績報告書（規則様式第５号）
を作成し、事業報告書（要綱様式第１号）
及び収支決算書（要綱様式第２号）ととも
に知事に要綱第１１条第１項に定める提
出期限までに提出するものとする。

　（３）により事業実施主体から所長等に
提出された申請に係る事業について、事
業実施主体は、実績報告書（規則様式
第５号）を作成し、事業報告書（要綱様式
第１号）及び収支決算書（要綱様式第２
号）とともに所長等に要綱第１１条第１項
に定める提出期限までに提出するものと
する。

（６）額の確
定

　当該所長等は、
（５）により事業実施
主体から提出された
実績報告書の内容
が適当と認めるとき
は、規則第１８条の
規定により、事業実
施主体に額の確定
通知を行うものとす
る。

　当該所長等は、（５）により市長から提出された実績報告書の内容が適当と認めるときは、規則第１８条
の規定により、市長に額の確定通知を行うものとする。

　知事は、（５）により市長から提出された
実績報告書の内容が適当と認めるとき
は、規則第１８条の規定により、市長に額
の確定通知を行うものとする。　当該所長等は、（５）により事業実施主

体から提出された実績報告書の内容が
適当と認めるときは、規則第１８条の規定
により、事業実施主体に額の確定通知を
行うものとする。
　この場合において、所長等は市長にそ
の結果を通知するものとする。

５　事業実施状
況報告

　事業実施主体は、事業実施後３年間の
事業実施計画に対する達成状況につい
て、当該市長へ様式第５号又は様式第６
号により翌年６月３０日までに提出するも
のとする。

　報告を受けた市長は、受理した報告書
の写しを速やかに別表２の第３欄に掲げ
る宛先に提出するものとする。

１　地区 ２　該当市 ３　宛先 ４　提出先
東部 鳥取市 鳥取県東部地域振興事務所長 東部振興課
中部 倉吉市 鳥取県中部総合事務所長 県民福祉局
西部 米子市、境港市 鳥取県西部総合事務所長 県民福祉局


